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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

     ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

     

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期 

第２四半期 
連結累計期間

第96期
第２四半期 
連結累計期間

第95期
第２四半期 
連結会計期間

第96期 
第２四半期 
連結会計期間

第95期

会計期間
自平成21年４月１日

至平成21年９月30日

自平成22年４月１日

至平成22年９月30日

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

自平成22年７月１日 

至平成22年９月30日

自平成21年４月１日

至平成22年３月31日

売上高 (百万円) 24,353 43,363 11,896 21,782 56,970 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △7,534 278 △3,938 △249 △11,102

四半期純利益又は四
半期(当期)純損失
(△) 

(百万円) △7,494 640 △4,754 463 △11,233

純資産額 (百万円) ― ― 15,006 10,530 10,686 

総資産額 (百万円) ― ― 94,874 106,230 101,081 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 114.05 79.54 80.66 

１株当たり四半期純
利益又は四半期(当
期)純損失(△) 

(円) △57.99 4.96 △36.79 3.59 △86.93

潜在株式調整後１株
当たり四半期(当期)
純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 15.54 9.68 10.31 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 212 2,126 ― ― 1,224 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,068 837 ― ― △10,440

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,744 △1,698 ― ― 8,524 

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残
高 

(百万円) ― ― 7,027 9,259 8,291 

従業員数 (名) ― ― 5,903 6,405 6,574 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 6,405 

従業員数(名) 1,195 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値であります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、主に見込生産を行っているため、受注状況は記載しておりま

せん。 

  
(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

工業用ミシン事業 13,478 ―

産業装置事業 7,659 ―

家庭用ミシン事業 694 ―

合計 21,832 ―

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

工業用ミシン事業 13,346 ―

産業装置事業 6,058 ―

家庭用ミシン事業 755 ―

その他 1,621 ―

合計 21,782 ―
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間は、中国及びその他アジア地域などの新興国の内需拡大に牽引され、連結

売上高は217億８千２百万円(対前年同期比83.1％増)となりました。連結営業損失は３億２千３百万円

(前年同期は連結営業損失39億４千４百万円)、連結経常損失は２億４千９百万円(前年同期は連結経常

損失39億３千８百万円)となりました。また、連結四半期純利益は、不動産の売却益が発生したため、

４億６千３百万円(前年同期は連結四半期純損失47億５千４百万円)となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①工業用ミシン事業 

中国をはじめ新興国の内需拡大などにより、工業用ミシン事業全体の連結売上高は133億４千６百

万円、連結経常利益は２千万円となりました。 

②産業装置事業 

中国における需要が急速に伸び、国内及び欧米市場においても堅調に推移したことなどから、産業

装置事業全体の連結売上高は60億５千８百万円、連結経常利益は１億５千２百万円となりました。 

③家庭用ミシン事業 

欧米市場での売上が順調に伸び、国内市場も底堅く推移したことなどから、家庭用ミシン事業全体

の連結売上高は７億５千５百万円、連結経常利益は７百万円となりました。 

  
(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ51億４千８百万円増加して1,062

億３千万円となりました。たな卸資産、受取手形及び売掛金などが増加したことによるものです。負債

は、前連結会計年度末に比べ53億４百万円増加して956億９千９百万円となりました。有利子負債は減

少しましたが、支払手形及び買掛金などが増加したことによるものです。純資産は、前連結会計年度末

に比べ１億５千５百万円減少して105億３千万円となりました。利益剰余金は増加しましたが、円高に

伴い為替換算調整勘定のマイナス幅が増加したことなどによるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前四半期連結会

計期間末に比べ、５億５千７百万円減少し、92億５千９百万円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億６千６百万円の支出(前年同期は８億９千７百万円の

収入)となりました。棚卸資産の増加などによるものです。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、18億４千７百万円の収入(前年同期は６億３百万円の支出)

となりました。有形固定資産の売却があったことなどによるものです。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、17億７千９百万円の支出(前年同期は21億９百万円の支出)

となりました。有利子負債の減少などによるものです。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、12億７千５百万円であ

ります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

提出会社 

当第２四半期連結会計期間に以下の設備を譲渡いたしました。 

  

 
  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重

要な設備計画の完了はありません。 

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 

  

  

  

  

事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース 
資産

その他 合計

旧本社 
(東京都調布市) 

その他
全社(共通) 

その他 429 15 
－
(－)

－ 9 453 －
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 129,370,899 129,370,899 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 129,370,899 129,370,899 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年９月30日 ― 129,370 ― 15,950 ― ―
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(6) 【大株主の状況】 

平成22年９月30日現在 

 
(注)  当第２四半期会計期間において、インベスコ投信投資顧問株式会社から平成22年10月６日付で関東財務局長に

提出された大量保有報告書の変更報告書により平成22年９月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。 

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ダンスケ バンク クライアンツ 
ホールディングス 

HOLMENS KANAL 2-12,1092 
COPENHAGEN K DENMARK 

10,598 8.19 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店) 

(東京都中央区日本橋３－11－１)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 4,690 3.62 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 4,306 3.32 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２－６－１ 3,556 2.74 

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 2,558 1.97 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 2,300 1.77 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 2,019 1.56 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 2,005 1.54 

小村 良 広島県広島市 1,792 1.38 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,762 1.36 

計 ― 35,588 27.51 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

インベスコ投信投資顧問株式会
社 

東京都港区虎ノ門４－３－１ 3,098 2.39 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」には、当社保有の自己株式100株が含まれおります。  

  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

  

役職の異動 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

144,000 
― 普通株式 

完全議決権株式(その他) 128,831,000 128,831 普通株式 

単元未満株式 395,899 ― 普通株式 

発行済株式総数 129,370,899 ― ―

総株主の議決権 ― 128,831 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
JUKI株式会社 

東京都多摩市鶴牧
２－11－１ 144,000 ― 144,000 0.11 

計 ― 144,000 ― 144,000 0.11 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 219 183 218 176 161 169 

最低(円) 168 146 152 145 125 128 

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 
工業用ミシン事業部長

常務取締役
工業用ミシン事業部長兼 

営業本部長
山口 伸治 平成22年７月21日
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,365 8,348

受取手形及び売掛金 16,078 13,153

有価証券 － 6

商品及び製品 22,724 20,064

仕掛品 5,069 4,724

原材料及び貯蔵品 6,152 4,508

その他 4,938 6,140

貸倒引当金 △1,015 △1,095

流動資産合計 63,314 55,851

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  18,703 ※１  19,683

土地 7,544 7,584

その他（純額） ※１  5,408 ※１  5,643

有形固定資産合計 31,656 32,911

無形固定資産 2,015 2,302

投資その他の資産   

その他 10,108 11,592

貸倒引当金 △864 △1,576

投資その他の資産合計 9,243 10,015

固定資産合計 42,915 45,229

資産合計 106,230 101,081

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,685 11,003

短期借入金 ※3  41,367 ※3  42,197

1年内償還予定の社債 540 540

未払法人税等 543 133

賞与引当金 732 683

その他 6,122 5,579

流動負債合計 66,991 60,137

固定負債   

社債 100 120

長期借入金 ※3  19,744 ※3  21,915

退職給付引当金 6,490 6,541

役員退職慰労引当金 162 387

その他 2,210 1,293

固定負債合計 28,708 30,257

負債合計 95,699 90,395
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,950 15,950

資本剰余金 － 8,976

利益剰余金 778 △8,839

自己株式 △57 △57

株主資本合計 16,670 16,030

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 55 16

繰延ヘッジ損益 △139 △99

為替換算調整勘定 △6,307 △5,523

評価・換算差額等合計 △6,391 △5,605

少数株主持分 251 261

純資産合計 10,530 10,686

負債純資産合計 106,230 101,081
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 24,353 43,363

売上原価 21,163 32,735

売上総利益 3,189 10,627

販売費及び一般管理費 ※１  10,644 ※１  10,476

営業利益又は営業損失（△） △7,454 151

営業外収益   

受取利息 111 63

受取配当金 157 106

為替差益 249 359

その他 437 347

営業外収益合計 955 876

営業外費用   

支払利息 587 646

シンジケートローン手数料 392 47

その他 57 55

営業外費用合計 1,036 749

経常利益又は経常損失（△） △7,534 278

特別利益   

固定資産売却益 27 1,893

関係会社減資に伴う為替差益 173 －

その他 18 83

特別利益合計 219 1,976

特別損失   

固定資産除売却損 71 25

減損損失 124 134

投資有価証券評価損 133 291

特別退職金 127 68

その他 171 64

特別損失合計 628 584

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△7,943 1,671

法人税、住民税及び事業税 △2,985 537

法人税等調整額 2,549 496

法人税等合計 △436 1,034

少数株主損益調整前四半期純利益 － 636

少数株主損失（△） △12 △3

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,494 640
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 11,896 21,782

売上原価 10,568 16,832

売上総利益 1,328 4,949

販売費及び一般管理費 ※１  5,273 ※１  5,273

営業損失（△） △3,944 △323

営業外収益   

受取利息 57 35

受取配当金 127 83

為替差益 49 236

その他 103 127

営業外収益合計 338 481

営業外費用   

支払利息 299 333

シンジケートローン手数料 － 45

その他 32 28

営業外費用合計 331 407

経常損失（△） △3,938 △249

特別利益   

固定資産売却益 26 1,864

関係会社減資に伴う為替差益 9 －

その他 3 7

特別利益合計 40 1,871

特別損失   

固定資産除売却損 66 16

減損損失 124 134

投資有価証券評価損 58 100

特別退職金 108 60

その他 152 13

特別損失合計 510 326

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,408 1,295

法人税、住民税及び事業税 △1,735 391

法人税等調整額 2,087 442

法人税等合計 351 834

少数株主損益調整前四半期純利益 － 461

少数株主損失（△） △5 △2

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,754 463
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△7,943 1,671

減価償却費 1,603 1,864

減損損失 124 134

貸倒引当金の増減額（△は減少） △64 △742

退職給付引当金の増減額（△は減少） △117 △42

賞与引当金の増減額（△は減少） △189 51

受取利息及び受取配当金 △268 △169

支払利息 587 646

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） － △1,867

売上債権の増減額（△は増加） 2,174 △4,552

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,061 △5,705

仕入債務の増減額（△は減少） 55 6,797

未払消費税等の増減額（△は減少） 1 △192

割引手形の増減額（△は減少） △210 926

その他 △1,650 3,855

小計 162 2,676

利息及び配当金の受取額 270 164

利息の支払額 △572 △616

事業再編による支出 ※２  △684 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,036 △97

営業活動によるキャッシュ・フロー 212 2,126

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,856 △1,762

有形及び無形固定資産の売却による収入 33 2,478

その他 △245 121

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,068 837

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,722 △1,473

長期借入れによる収入 10,350 5,444

長期借入金の返済による支出 △4,023 △6,670

社債の償還による支出 △20 △20

配当金の支払額 △3 △2

セールアンド割賦バック取引による収入 － 1,195

セールアンド割賦バック債務返済による支出 － △26

その他 164 △145

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,744 △1,698

現金及び現金同等物に係る換算差額 212 △297

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,898 967

現金及び現金同等物の期首残高 8,925 8,291

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  7,027 ※１  9,259
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

 (1)連結の範囲の変更 

前連結会計年度において、連結子会社であったJUKI宮崎精密㈱は、第１四半期連結会計期間において当社への

吸収合併により、連結の範囲から除外しております。 

 (2)変更後の連結子会社の数 

33社 

２ 会計処理基準に関する事項の変更 

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用し

ております。 

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローに区分掲記しておりました「事業再

編による支出」(当第２四半期連結累計期間11百万円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結

累計期間においては、営業活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含めて表示しております。 

前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含めていた「有形及び

無形固定資産除売却損益(△は益)」は重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することと

しております。なお、前第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含まれる

「有形及び無形固定資産除売却損益(△は益)」は44百万円であります。 

 

 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

１ 未実現損益の消去 

四半期連結会計期間末在庫高に占める当該棚卸資産の金額及び当該取引に係る損益率を合理的に見積もって計

算しております。 

２ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングに、当期の経営環境等の変化による影響を加味したものを利用する方法によっております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

１ 税金費用の計算 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法等を採用しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

   

   

   

 
   

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 34,348百万円

 ２ 受取手形割引高 1,092百万円

※３ 財務制限条項     

借入金のうち、27,020百万円には、純資産

の部及び経常損益に係る財務制限条項が付

されております。       

   

   

   

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 34,648百万円

 ２ 受取手形割引高 166百万円

※３ 財務制限条項     
借入金のうち、25,290百万円には、純資産

の部及び経常損益に係る財務制限条項が付

されております。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１  販管費及び一般管理費の内、主要なものは次の

とおりであります。 

 

給与手当 3,615百万円

賞与引当金繰入額 348 

退職給付費用 632 

  
 

※１  販管費及び一般管理費の内、主要なものは次の

とおりであります。 

 

給与手当 3,440百万円

賞与引当金繰入額 337 

退職給付費用 320 

 
 

(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※１  販管費及び一般管理費の内、主要なものは次の

とおりであります。 

 

給与手当 1,759百万円

賞与引当金繰入額 74 

退職給付費用 318 

  
 

※１  販管費及び一般管理費の内、主要なものは次の

とおりであります。 

 

給与手当 1,744百万円

賞与引当金繰入額 146 

退職給付費用 170 

 
 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
※２ 事業再編による支出は工業用ミシン事業等の生産

体制の再編等によるものであります。 
  

現金及び預金 7,373百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △346 〃 

現金及び現金同等物 7,027百万円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 9,365百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △106 〃 

現金及び現金同等物 9,259百万円

―――――
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年９月30日) 

  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類
当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 129,370,899 

株式の種類
当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 144,100 
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
(注)  １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２ 各区分の主な製品  

  (1)工業用ミシン事業  ・・・・・・工業用ミシン 

  (2)産業装置事業    ・・・・・・チップマウンター 

  (3)家庭用ミシン事業  ・・・・・・家庭用ミシン 

  (4)電子・精密機器事業 ・・・・・・アミューズメント機器、IT関連機器等 

  (5)精密鋳造事業    ・・・・・・ロストワックス製品、MIM（Metal Injection Molding =  

                                    金属粉末射出成型法）製品 

  (6)その他       ・・・・・・金型、プレス加工製品等 

  

  

  

  

工業用
ミシン 
事業 

(百万円)

産業装置
事業 

(百万円)

家庭用
ミシン 
事業 

(百万円)

電子・
精密機 
器事業 
(百万円)

精密鋳造
事業 

(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に 
7,475 2,150 594 664 679 331 11,896 ― 11,896 

 対する売上高 

(2) セグメント間 

105 85 149 30 7 76 455 (455) ― の内部売上高 

 又は振替高 

計 7,580 2,235 744 695 687 408 12,352 (455) 11,896 

営業損失(△) △1,997 △1,203 △146 △124 △6 △17 △3,495 (449) △3,944

  

工業用
ミシン 
事業 

(百万円)

産業装置
事業 

(百万円)

家庭用
ミシン 
事業 

(百万円)

電子・
精密機 
器事業 
(百万円)

精密鋳造
事業 

(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に 
15,839 3,844 1,166 1,281 1,523 698 24,353 ― 24,353 

 対する売上高 

(2) セグメント間 

177 134 215 94 15 134 772 (772) ― の内部売上高 

 又は振替高 

計 16,016 3,979 1,382 1,376 1,539 832 25,126 (772) 24,353 

営業損失(△) △3,486 △2,670 △242 △97 △4 △67 △6,569 (884) △7,454

― 21 ―



  
【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1)米州 ・・・米国 

  (2)アジア・・・中国、ベトナム、シンガポ－ル  

  (3)欧州 ・・・ドイツ、ポ－ランド、イタリア 

  

  

 
日本 

(百万円)

 
米州 

(百万円) 
 

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 3,645 981 5,825 1,443 11,896 ― 11,896 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 4,837 19 1,013 25 5,895 (5,895) ―

計 8,483 1,000 6,839 1,469 17,792 (5,895) 11,896 

営業損失(△) △2,995 △101 △622 △36 △3,756 (188) △3,944

 
日本 

(百万円)

 
米州 

(百万円) 
 

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 7,575 2,009 12,454 2,315 24,353 ― 24,353 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 8,466 43 2,043 48 10,602 (10,602) ―

計 16,041 2,052 14,497 2,364 34,955 (10,602) 24,353 

営業損失(△) △6,024 △194 △954 △50 △7,223 (230) △7,454
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【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1)米州 ・・・米国 

 (2)アジア・・・中国、ベトナム、シンガポ－ル 

  (3)欧州 ・・・ドイツ、イタリア  

 (4)その他・・・南アフリカ、オーストラリア 

    ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 米州 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,006 6,026 1,514 33 8,580 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 11,896 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 8.5 50.6 12.7 0.3 72.1 

 米州 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,040 12,912 2,549 34 17,537 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 24,353 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 8.4 53.0 10.5 0.1 72.0 
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会等が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、製品・サービス別のセグメントから構成されており、主に工業用ミシンの生産・販売を行って

いる「工業用ミシン事業」、主にチップマウンターの生産・販売を行っている「産業装置事業」、主に家

庭用ミシンの生産・販売を行っている「家庭用ミシン事業」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ロストワックス製品等の生産・

販売を行っている精密鋳造事業、IT関連機器事業及び金型・プレス加工製品事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の調整額△1,098百万円には、セグメント間取引消去△22百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,075百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社での管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額 
(注2) 

四半期連
結損益計
算書計上

額 
(注3) 

工業用ミ
シン事業

産業装置
事業

家庭用ミ
シン事業

計

売上高   

外部顧客への売上高 26,604 11,969 1,551 40,125 3,238 43,363 － 43,363 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 312 188 17 519 1,102 1,622 △1,622 －

計 26,916 12,158 1,569 40,644 4,340 44,985 △1,622 43,363 

セグメント利益 617 442 27 1,087 289 1,377 △1,098 278 
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ロストワックス製品等の生産・

販売を行っている精密鋳造事業、IT関連機器事業及び金型・プレス加工製品事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の調整額△541百万円には、セグメント間取引消去△5百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△536百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社での

管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。 

  

３  報告セグメントの変更等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

重要な減損損失等がないため、記載を省略しております。 

  

 (追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額 
(注2) 

四半期連
結損益計
算書計上

額 
(注3) 

工業用ミ
シン事業

産業装置
事業

家庭用ミ
シン事業

計

売上高   

外部顧客への売上高 13,346 6,058 755 20,160 1,621 21,782 － 21,782 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 167 113 10 291 510 802 △802 －

計 13,514 6,172 765 20,452 2,132 22,585 △802 21,782 

セグメント利益 20 152 7 180 111 291 △541 △249
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(金融商品関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

支払手形及び買掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

(単位：百万円)

 
(注) 支払手形及び買掛金の時価の算定方法 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、当該取引の契約額その他金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま

す。 

 
(注)１ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  ２ 時価の算定方法 

    先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格によっております。 

  

(賃貸等不動産関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

四半期連結会計期間末の時価 3,340百万円 

四半期連結貸借対照表計上額 3,063百万円 

  

科目
四半期連結

貸借対照表計上額 
時価 差額 時価の算定方法

支払手形及び買掛金 17,685 17,685 ― (注)

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 

(為替予約取引)   

 売建   

  米ドル 14,531 573 573 

  ユーロ 3,955 △107 △107

合計 18,486 465 465 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産 

  

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  
  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 79.54円 80.66円

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失 57.99円 １株当たり四半期純利益 4.96円

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(百万円) 

△7,494 640 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(百万円) 

△7,494 640 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) ― ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 129,232 129,227 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日  
  至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 36.79円 １株当たり四半期純利益 3.59円

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(百万円) 

△4,754 463 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(百万円) 

△4,754 463 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) － －

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 129,232 129,227 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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JUKI株式会社 

   

 
  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

JUKI株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、JUKI株式会社及び連結子会社の平成21年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年11月６日 

 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   平 野   満    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   木 村  彰 夫 ㊞  

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

 

   

JUKI株式会社 

   

 
  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

JUKI株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、JUKI株式会社及び連結子会社の平成22年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年11月５日 

 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   平 野   満    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   木 村  彰 夫 ㊞  

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月10日 

【会社名】 JUKI株式会社 

【英訳名】 JUKI CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  清 原  晃 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員経理センター長  大 竹 義 博 

【本店の所在の場所】 東京都多摩市鶴牧二丁目11番地１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

   



当社代表取締役社長清原晃及び当社執行役員経理センター長大竹義博は、当社の第96期第２四半期(自

平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




